
　外来・入院の際に、この認定証を医療機関に提示することで、窓口で支払う医療費が自己負担限度額

までに抑えられ、食事代も減額されます。申請した月以降の外来・入院が減額対象となるため、必要な

方は交付申請をお願いします。

　なお、後期高齢者医療に加入されていて平成２８年度中に認定証の交付を受けている方が、今年度も引

き続き認定される場合には、新しい認定証（有効期限：平成３０年７月３１日まで）を７月下旬に郵送しま

すので、更新手続きは必要ありません。

■交付対象者……………後期高齢者医療または７０歳以上の国民健康保険に加入されている住民税非課税

世帯の方

※国保に加入されている住民税課税世帯の方は、「限度額適用認定証」の交付申請ができますので、詳

しくは受付窓口へお問い合わせください。

■申請に必要なもの……被保険者証、印鑑、マイナンバーのわかるもの

■受付窓口………………本庁舎国保年金課国保係、尾上・碇ヶ関総合支所市民生活課市民係

７０歳以上の認定証交付対象者の医療費自己負担限度額

所得区分　※１
外来

（個人単位）

外来＋入院

（世帯単位）
１食当たりの食事代

住民税非課税
低所得Ⅱ

月額８，０００円
月額２４，６００円

２１０円

（長期入院は１６０円）※２

低所得Ⅰ 月額１５，０００円 １００円

※１　低所得Ⅱ………世帯主および被保険者全員（後期高齢者医療の場合は世帯全員）が住民税非課税

の場合

　　　低所得Ⅰ………低所得Ⅱの要件に該当し、各所得額が全て０円 （公的年金の場合は収入額８０万円

以下）、または老齢福祉年金受給者の場合

※２　過去１年間で入院日数が９０日を超えた場合。ただし、申請が必要ですので、日数を確認できる

領収書などを受付窓口にご持参ください。

　後期高齢者医療保険料は、平成２８年中の所得状況に基づき、７月中旬に通知書を郵送しますが、保険

料の納付方法は対象者により異なりますのでご確認ください。

　原則としては特別徴収（年金からの天引き）での納付となりますが、後期高齢者医療制度に最近加入

された方などは納付書での納付となるため、納付書を同封しています。

　また、保険料額決定以前に資格喪失（死亡・転出など）した方には、資格喪失した前月分までの保険

料額の通知書を郵送いたします。

　国民健康保険に加入している７０歳以上の方には、誕生日の翌月（１日が誕生日の方はその月）から「高

齢受給者証」が交付されます。平成２８年中の所得状況に基づき、７月中に新しい高齢受給者証を郵送し

ますので、記載内容をご確認のうえ、８月１日から使用してください。

　後期高齢者医療制度に加入している方は、平成２９年８月１日が被保険者証の更新日です。新しい被保

険者証は、７月下旬に郵送されます（ただし、保険料の滞納などの理由により納付相談が必要な方には、

市役所窓口での引き渡しとなります）。なお、平成２８年中の所得状況などにより、８月１日からの医療機

関などの窓口での自己負担割合が変更となる場合があります。

国民健康保険・後期高齢者
医 療 制 度 の お し ら せ

●限度額適用・標準負担額減額認定証について

●後期高齢者医療保険料の納付方法をご確認ください

●国民健康保険高齢受給者証が交付されます

●後期高齢者医療被保険者証が更新されます
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　全ての方が安心して医療を受けられる社会を維持するために、高齢者と若者の間で世代間の公平が図

られるよう、負担能力に応じたご負担をいただく必要性から、高齢者の方（後期高齢者医療制度加入者

および７０歳以上の国民健康保険加入者）の高額療養費の上限額が変更になります。皆さまのご理解をお

願いいたします。

高額療養費制度とは

　ひと月に支払った医療費が高額になり、決められた上限額を超えた場合に、上限額を超えてお支払い

いただいた分を払い戻す制度です。上限額は個人、もしくは世帯の所得に応じて決まっています。また、

同じ年収であっても高齢者のほうが若者世代よりも低く設定されています。なお、入院した際の食事代

や保険がきかない医療、差額ベッド代などは支給の対象外となります。

○７０歳以上（後期高齢・国保）

【平成２９年７月まで】

所得区分 外来＋入院（世帯単位）
外来（個人単位）

現役並み
（課税所得１４５万円以上の方）

４４,４００円
８０,１００円＋（総医療費－
２６７,０００円）×１％〈多数
回該当〉：４４,４００円　※２

一　般
（課税所得１４５万円未満の方）※１

１２,０００円 ４４,４００円

Ⅱ住民税非課税世帯 ８,０００円 ２４,６００円

Ⅰ住民税非課税世帯
（年金収入８０万円以下など）

８,０００円 １５,０００円

○７０歳未満（国保）
所得要件 区分 自己負担限度額※３
上位所得者

基礎控除後の所得９０１万円超
ア

２５２,６００円＋（総医療費－８４２,０００円）
×１％〈多数回該当：１４０,１００円〉※２

上位所得者
基礎控除後の所得６００～９０１万円

イ
１６７,４００円＋（総医療費－５５８,０００円）
×１％〈多数回該当：９３,０００円〉※２

一　般
基礎控除後の所得２１０～６００万円

ウ
８０,１００円＋（総医療費－２６７,０００円）
×１％〈多数回該当：４４,４００円〉※２

一　般
基礎控除後の所得２１０万円以下

エ ５７,６００円〈多数回該当：４４,４００円〉※２

住民税非課税 オ ３５,,４００円〈多数回該当：２４,６００円〉※２

※１　世帯収入の合計額が５２０万円未満（１
人世帯の場合は３８３万円未満）の場
合や「旧ただし書所得」の合計額が
２１０万円以下の場合も含みます。	

※２　過去１２ヶ月以内に３回以上、上限額
に達した場合は、４回目から「多数回」
該当となり、上限額が下がります。

※３　同じ人が同じ月内に同じ医療機関に
支払った場合となり、入院・外来・
歯科は別計算となります。また、所
得の申告がない場合は区分『ア』と
なります。

【平成２９年８月〜】

外来＋入院（世帯単位）
外来（個人単位）

５７,６００円
８０,１００円＋（総医療費－
２６７,０００円）×１％〈多数
回該当〉：４４,４００円　※２

１４,０００円
（年間限度額１４４,０００円）

５７,６００円
〈多数回該当〉：４４,４００円 ※２

８,０００円 ２４,６００円
８,０００円 １５,０００円

問合せ：国保年金課　国保係　　　　　　☎４４‐１１１１（内線１２５１・１２５２・１２５７）
青森県後期高齢者医療広域連合　☎０１７‐７２１‐３８２１　　　　　　

問合せ：高齢介護課　介護保険係　☎４４‐１１１１（内線１１５５）

●７０歳以上の皆様へ　平成２９年８月から高額療養費の上限額が変更になります

　介護サービスの月々の利用者負担の合計額が下表の上限額を超えたときは、その超えた分が高額介護サービ

ス費として支給されておりますが、平成２９年８月から一部の方の負担上限額が下記のとおり変更となります。

利用者負担の上限額（１か月）

利用者負担段階区分 平成２９年７月まで上限額（世帯合計） 平成２９年８月から上限額（世帯合計）

現役並みの所得者　※１ ４４，４００円 ４４，４００円

一般　※２ ３７，２００円 ４４，４００円

住民税非課税世帯 ２４，６００円 ２４，６００円

・合計所得金額および課税年金収入額の合計
が８０万円以下の方
・老齢福祉年金の受給者 １５，０００円

（個人）
１５，０００円
（個人）・生活保護の受給者

・利用者負担を１５，０００円に減額することで、生
活保護の受給者とならない方

※１　現役並みの所得者とは、同一世帯に住民税の課税所得１４５万円以上の第１号被保険者がいて、収入が単身世帯で３８３万
円以上、２人以上の世帯で５２０万円以上の方をいいます。　

※２　１割負担となる被保険者のみの世帯については、緩和措置として年間４４６，４００円（３７，２００円×１２）が負担上限額とな
ります（平成２９年８月から３年間に限ります）。　

高額介護サービス費の負担上限額が変わります
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